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【初めに】転倒・骨折は高齢者に好発する老年症候群の一つとして、要介護の主要な要因となっている。転倒

すると、恐怖や不安を経験するだけでなく、軽度から重度の身体的傷害を負うというのが一般的であり 1)、

生活の営みが大きく損なわれるおそれがある。当施設でもご利用者様が安全に在宅生活を続けるための、転倒

ﾘｽｸの把握及び危険予知、包括的な介護支援が必要となってきている。 

近年では、主な転倒要因に｢虚弱｣が大きく関わるとされている。虚弱は「ﾌﾚｲﾙ」を意味する英語「frailty」

から来ており、高齢になって筋力や活力が衰える段階を意味する。2) 厚生労働省の国民生活調査では後期高

齢者における介護に至る主要因に｢高齢による衰弱｣があげられている。3)Walston らの報告でも 75 歳以上の

高齢者におけるﾌﾚｲﾙの頻度は 20-30％であり、年齢と共にその頻度は増加する事が示され、身体の衰えが転倒

の危険性を助長する事を示唆している。4)  

運動に関わる転倒に対する危険性は、複数回の転倒においては上肢より下肢筋力低下の危険度が高いことが

懸念されており 5）、その指標の使用は臨床実践において実用的でない 6)との観点から、Ensrud らの提唱する

SOFindex では体重の減少と起立能力の低下、活力の低下を指標とするが、転倒と起立、歩行の関連性を示し

た報告例は少ない。 

このことから、本研究では、筋力低下に焦点を絞り、虚弱高齢者が困難な立ち上がり運動を下肢筋力の指標

として用い、転倒と運動能力の因果関係を考察した。 

【目的】立ち上がり運動の困難である在宅高齢者の転倒ﾘｽｸを調査し、考察を述べる。 

【方法】当施設を 8時間利用する在宅高齢者 64名の過去一年間の追跡記録（平成 29年 6月-平成 30年 6 月）

をもとに、転倒の有無を記録する調査で行った。報告書は、転倒者に聞き取り調査し記録したものである。調

査項目は、主病名と既往歴、転倒発生件数、転倒内容、転倒した場所、薬服用の有無とした。また、高齢によ

る虚弱は CHSindex の 5項目である、握力(筋力の低下)と体重(体重減少)、5m 歩行(歩行能力の低下)、運動頻

度（活動度の低下）、疲労(主観的疲労感)の病態観察を用いて評価し、関連項目に起立能力（下肢筋力の低下）

をみる、5回立ち上がりﾃｽﾄ(以下、SS-5)7)を加えて比較した。 

 調査期間は、調査開始 0ヵ月と調査終了 12 ヵ月時点の体重測定、5m 歩行、SS-5 を実施した。対象者は、歩

行運動と立ち上がり運動が安全に行える者（以下、自立・監視ﾚﾍﾞﾙ）と、歩行運動は安全にでき立ち上がり運

動に補助具を使用する者(以下、補助具使用ﾚﾍﾞﾙ)、歩行運動と立ち上がり運動のいずれかに介助が必要である

者(以下、介護ﾚﾍﾞﾙ)に分類し、比較検証した。握力においては、調査終了 12 ヵ月時点の評価とした。 

対象者 

通所介護施設を利用する在宅高齢者 64名(平均年齢 85.3± 

7.1 歳、男女構成比男性 20 名、女性 44名)とした。 

図 1の要介護者の構成割合からみた対象者の特徴としては、 

65-70 代の介護度が重く、それに対して 80代と 90 代の介護 

度は軽い傾向にあった。 

【結果】介護が必要となった主な原因を年齢別に構成割合を算定した。総数では、脳血管障害(脳卒中)19 名

(10%)、認知症 12 名(6%)、高齢による衰弱 48 名(25%)、関節・脊髄関連 26 名(13%)、骨折・転倒 14 名(7%)、

心疾患(心臓病)13 名(7%)、呼吸器疾患 2 名(1%)、糖尿病 10 名(5%)、悪性新生物(がん)6 名(3%)、その他の病

気・ｹｶﾞ 43 名(23%)となり、高齢による虚弱が比較的多い傾向にあった。また、年齢別の構成割合でも同様の

特徴を示した。 

年齢別にみた要介護者の構成割合図１



身体能力における一年間の追跡 

図 2では、｢虚弱｣の評価項目である歩行能力と下肢筋力の関連性を示す。測定項目において、歩行運動の自

立・監視及び各起立能力の条件を満たす者は、在宅高齢者 64 名のうち、自立・監視ﾚﾍﾞﾙ 29 名、補助具使用ﾚ

ﾍﾞﾙ 12 名となり、介護ﾚﾍﾞﾙ 23 名であった。2 回の調査で得られた測定値は、各対象群の人数に対する平均値

である。5m 歩行は、立ち上がり運動が自立・監視ﾚﾍﾞﾙで転倒がない場合は約 5 秒、転倒がある場合は約 6 秒

で行え、立ち上がり運動が補助具使用ﾚﾍﾞﾙで転倒がない場合は約 13 秒、転倒がある場合は約 10 秒で行えた。

立ち上がり運動が介護ﾚﾍﾞﾙである場合は 0秒(記録なし)であった。追跡した期間中に、対象者が平均週 2回程

度の頻度で当施設の一般的な個別機能訓練Ⅰ・Ⅱに参加し、ROM と筋力ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞを継続的に行った結果、各測

定値における有意差は認められなかった。歩幅においては、自立・監視ﾚﾍﾞﾙが約 46cm、補助具使用ﾚﾍﾞﾙが約

33cm、介護ﾚﾍﾞﾙが約 29cm となり介助が必要なほど歩幅が狭くなる傾向にあった。 

転倒の内容 

 図 3 では、対象者の転倒内容と転倒の構成割合を示す。転倒内容は、特に内的因子である｢ふらつき｣は 13

件(25%)、外的因子である｢つまずき｣は 11 件(21%)で発生件数が多くみられた。 

転倒率と骨折 

転倒発生率は男女共に 40%程度で、そのうち転倒の 8割は、屋内で発生していた。起立能力にみた転倒発生

率が高い順に、補助具使用ﾚﾍﾞﾙで 50%、自立・監視ﾚﾍﾞﾙで 41%、介護ﾚﾍﾞﾙで 39%となった。いずれも転倒時の

尻もちによる圧迫骨折を 1名罹患していた。 

転倒頻度と発生した時間帯 

起立能力にみた転倒発生件数は補助具使用ﾚﾍﾞﾙと介護ﾚﾍﾞﾙにおいて、1 年間に 7 回-10 回の転倒を繰り返す

者を除くと、一人あたりの転倒頻度は約 1.4 回であった。介護ﾚﾍﾞﾙでは、転倒を説明できないｹｰｽが多い。転

倒の時間帯は、日中の転倒 34件、夜間の転倒 7件、不明 8件で、日中の転倒件数が多い傾向であった。 

【考察】当施設でも、総体数における主要因は高齢による虚弱の割合は顕著に多い傾向であった。身体能力に

おいては、立ち上がり動作で補助具を使用する場合に移動動作の自力歩行が困難なｹｰｽが多く、歩行能力に反

映して起立能力の顕著なﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽの低下を認めた。そのため、立ち上がり困難な場合は転倒防止の為の環境整

備に屋内寝室等のﾍﾞｯﾄﾞ柵や手すりの配備を十分に考慮する必要性が示唆できた。転倒者の 8 割は屋内の発生

であり、虚弱高齢者は慣れた在宅生活においても体調や環境の変化に影響を受け易いといえる。しかし、起立

と歩行が自立している場合は外に出る傾向が強く活動性が高い可能性が考えられた。 

転倒の主要な原因は、多い順に内的因子の｢ふらつき｣、続いて外的因子の｢つまずき｣があげられた。ふらつ

きは転倒の 25%を占め、その要因には、平衡感覚の低下や身体の協調性の低下、高次脳の機能低下、血液動態

の再配分等考えられ、運動からは方向転換、つまりは重心移動時に起こりうると推定できる。特に立ち上がり

困難な場合は、下肢筋力の低下によって安定した直立姿勢を保持できない事で移乗・移動動作の重心を移動す

る際にﾊﾞﾗﾝｽを崩し易い。そして、転倒を助長する背景には視力低下による状況判断の遅れや、活動性の低い

事で精神状態や服薬に依存する傾向にある事も考えられた。特に服薬は身体に副作用をもたらす代謝障害を引
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転倒内容と転倒の構成割合下肢筋力における一年間の追跡結果の平均



き起こす事により、精神安定剤や降圧剤の使用による判断力の低下やふらつきとの関連性が示唆できた。 

日常生活動作を遂行する為の手段に座る・立つ・歩くの基本動作があるように、本研究における虚弱高齢者

の立ち上がり運動の現状は、歩行能力に起立能力が関連する事を明らかにした。そして、虚弱を予防するには、

一連の身体活動をはじめとしたﾗｲﾌｽﾀｲﾙの改善に精神心理面のｹｱを含めた多面的なｱﾌﾟﾛｰﾁが必要であると考え

られた。今後の当施設の取り組みとしては、在宅生活を営む虚弱の重症化した要介護高齢者が転ばない為に、

早期の適切な居住環境整備と安心できる介護、活動目的に応じた機能訓練による包括的な援助をする事の大切

さを改めて考えさせられた。 

追跡期間に継続的に行った機能訓練は、生活の中で利用者様のできる事に適切な介助を行う生活ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮ

ﾝや、在宅生活に実践的な活動を体調に応じて立案した。具体的には、下肢筋力の向上に筋力ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞが効果的

とされ、虚弱高齢者の身体への負担を考慮した低負荷高頻度な運動を繰り返す事により、筋力増進や筋肥大効

果を誘導する事に配慮された。例えば、自分の体重を利用した自重運動は、生活に関わる運動強度を保ちなが

ら、本人主体で活動性に応じた運動負荷の調整ができることから、活動の継続と定着化を目指すには簡便な治

療法であった。筋力ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞには下肢の瞬発力を高める起立動作の反復運動を速さと頻度を調整して実施した。  

2 回の調査結果から運動成果が得られたかを検証すると、図 2 では、転倒の有無に関わらず、経過に伴い、

立ち上がり運動自立・監視ﾚﾍﾞﾙの SS-5 測定値の平均は上がっているのに対して、5m歩行測定値の平均では下

がっていた。そして、立ち上がり運動補助具使用ﾚﾍﾞﾙにおいても 5m歩行測定値の平均は下がる傾向にあった。

それは、立ち上がり運動を遂行する事により、起立能力の向上に一定の効果を認めたが、歩行能力においては

不活動性による虚弱の問題が関与している可能性が考えられた。また、同時に転倒においては移乗・移動中の

ふらつきやつまずきが続いた。 

このことから、継続的な身体活動下の虚弱高齢者は起立能力・歩行能力共に維持でき緩やかな運動成果を認

めており、今後は立ち上がり運動と歩行運動を併用して効果を検証していきたい。しかし、在宅での転倒が多

発したことから転倒予防のﾘｽｸ管理においては対策が不十分であったといえる。ｾﾗﾋﾟｽﾄは活動の中で再現性を

出す為に、家屋評価や在宅生活の転倒歴、転倒場所、転倒内容を把握し、対話を通してﾘｽｸ回避する為のｱﾄﾞﾊﾞ

ｲｽと予防策を推し量る必要性があるかもしれない。また、自宅と施設内の活動でｷﾞｬｯﾌﾟが有る事をなおざりに

してはいけない。ご利用者様とご家族様の立会いのもと家屋評価をする事により、病態に応じた的確な評価に

繋げたい。そして、在宅生活をより良くする為の動機づけの一つに、転倒を運動して予防する大切さを伝えら

れるように努めたい。このように座位からの起立動作は日常生活の最も身近な運動であるだけに、できる達成

感は自己効力感を高めると期待されることから、より効果のある運動ｻｰﾋﾞｽを考え立案し取り組んでいきたい。 
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